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「年収の壁・支援強化パッケージ」について 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は当健康保険組合の事業運営に格

別のご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、健康保険法および厚生年金保険法の事務の取り扱いについて「年収の壁・支援強化

パッケージ」が決定されました。 

つきましては、下記のとおり「社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外」および「事業

主の証明による被扶養者の認定の円滑化」が実施されることになりましたので、被保険者の

皆様方にご周知いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１．変更される事項 

（１） １０６万円の壁について 

（２） １３０万円の壁について 

 

２．変更内容 

（１） １０６万円の壁について 

① キャリアアップ助成金のコース新設 

短時間労働者として新たに被用者保険の適用となる際に、労働者の収入を増加させる取

組を行った事業主に対して、複数年（最大３年）で計画的に取り組むケースを含め、一

定期間助成（労働者１人当たり最大５０万円）が行われます。詳細は厚生労働省のＨＰ

でご確認ください。 

 

 

 

 



② 社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外について 

短時間労働者としての被用者保険加入を促進する目的から、労働者が新たに適用された

場合に事業主は当該労働者に対し給与・賞与とは別に「社会保険適用促進手当」を支給

することができます。なお、「社会保険適用促進手当」については、被用者保険適用に

伴う労働者本人負担分の保険料相当額を上限として最大 2年間標準報酬月額・標準賞与

額の算定に含めません。 

標準報酬月額等の算定から除外する部分につきましては、賃金台帳で「社会保険適用促

進手当」という名称を使用してください。これを超える部分は別の任意の名称をお使い

ください。 

また、今回の措置の対象者は、新たに社会保険の適用になった労働者および同一事業所

内で同じ条件で働く労働者あって、標準報酬月額が 10.4 万円以下の方が対象となりま

す。 

 

社会保険適用促進手当に関する Q&A 

Ｑ 今回の措置（社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外）について、なぜ標準報酬月額

が 10.4 万円以下の者のみが対象となるのでしょうか。 

 

Ａ 標準報酬月額11.0万円（※）以上の方については、年収が128万円以上となり、社会保

険の保険料負担を考慮しても尚、手取り収入が106万円を超えることから、既に「106万円の

壁」を越えており、壁を越える後押しをすることを目的とした今般の措置の対象としており

ません。 

※被保険者の報酬月額が10.7万円以上11.4万円未満の場合に、標準報酬月額が11.0万円となります（報酬月額

10.7万円を年収換算すると128.4万円）。 

《活用イメージ》
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Ｑ 今回の措置（社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外）について、標準報酬等の算定

から除外できる上限額はありますか。 

Ａ 社会保険適用促進手当は、事業主が労働者に対し、労働者の保険料負担を軽減するため

に自らの判断で支給いただくものであることから、社会保険の適用に伴い発生する本人負担

分の社会保険料（健康保険・厚生年金保険・介護保険に係る本人負担分の保険料相当額）が、

標準報酬等の算定から除外できる上限額となります。 

 

Ｑ 今回の措置（社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外）は、どのような方が対象

となるのでしょうか。 

Ａ 今回の措置は、新たに社会保険の適用となった労働者であって、標準報酬月額が

10.4万円以下の者が対象となります。支給対象者は特定適用事業所（※）に勤務する短

時間労働者に限られません。  

また、事業所内での労働者間の公平性を考慮し、事業主が同一事業所内で同じ条件で働

く、既に社会保険が適用されている他の労働者にも同水準の手当を特例的に支給する場

合には、同様に、保険料算定の基礎となる標準報酬月額・標準賞与額の算定に考慮しな

い措置の対象となります。  

※厚生年金保険の被保険者数が常時 101 人以上（令和６年 10 月からは常時 51 人以上）の事業所 

 

Ｑ 今回の特例（社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外）は、所得税や住民税、労働保

険料についても対象となりますか。 

Ａ 今回の社会保険適用促進手当の特例は、厚生年金保険、健康保険の標準報酬月額等の算

定のみに係る取扱いとなり、税等の他制度に関しては通常の取扱いとなります。 

 

Ｑ 今回の措置（社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外）を受けていましたが、月額変

更により標準報酬月額が10.4万円超となりました。社会保険適用促進手当はいつから標準報

酬月額に算入する必要があるのでしょうか。 

Ａ 標準報酬月額が10.4万円超である場合、社会保険適用促進手当は標準報酬月額に算入す

る必要があるため、標準報酬月額10.4万円超となった月から社会保険適用促進手当を標準報

酬月額の算定に含めることとなります。社会保険適用促進手当を標準報酬月額の算定に含め

ることは固定的賃金の変動にあたるため、月額変更の要件を満たす場合には、社会保険適用

促進手当を標準報酬月額の算定に含めた月から４か月目に標準報酬月額を改定します。 



 

（２） 130 万の壁について 

① 事業主の証明による被扶養者認定の円滑化 

被扶養者の収入の基準については年間収入が１３０万円未満である事が要件となって

おりますが、直近の収入に基づく年収の見込みが１３０万円以上となる場合でも、直ち

に扶養を削除するのではなく、総合的に将来収入の見込みをみて判断している。 

なお、被扶養者の認定においては、過去の課税証明書、給与明細、雇用契約書等を確認

しておりますが、一時的な収入の増加がある場合（人手不足による労働時間の延長等に

伴う一時的な収入増加）には、別紙の「事業主の証明」を添付する事で総合的に認定の

判断をいたします。事業主の証明は当組合ＨＰから印刷できます。 

 

（３） 事業主の証明による被扶養者認定について 

パート・アルバイトで働く方が、繁忙期等により一時的に収入が上がったとしても事業

主がその旨を証明することにより、引き続き被扶養者の認定が可能となります。（連続

する各２年間が上限） 

 

なお、雇用契約書を踏まえ年間収入が１３０万以上となる場合や、基本給や手当等があ

がって１３０万を超える場合は対象となりません。 

 

 

 

 

 

年収132万円

になる。

年収120万円の見込み

毎月10万円

R4.10 R4.12

扶養調査

R5.10

（例）一時的に収入が増えた場合

繁忙期より残業が増加

し11月12月の月収が16

万になる 130万以上であっても事業主の証明に

より引き続き認定扱いとする。

（例）契約変更・時給増加の場合

12月に時給があがり月々 一時的な収入増加
の収入が11万円になる。 とは認められません。

年収120万円の見込み 扶養削除の手続きを
して下さい。

毎月10万円

R5.10

扶養調査

R4.10 R4.12



 

事業主の証明に関する Q&A 

Ｑ 今回の措置（事業主の証明による被扶養者認定の円滑化）は、人手不足による労働時間

延長等に伴う一時的な収入変動である旨の事業主の証明によって、健康保険組合等の保険者

による円滑な被扶養者認定を可能にするとのことですが、どのような事情であれば「一時的

な収入変動」として認められるのでしょうか。 

Ａ 一時的な収入増加の要因としては、主に時間外勤務（残業）手当や臨時的に支払われる

繁忙手当等が想定されます。 

・他の従業員が退職したことにより、労働者の業務量が増加したケース   

・突発的な大口案件により、業務量が増加したケース  

◎基本給が上がった場合や、恒常的な手当が新設された場合など、今後も引き続き収入が増

えることが確実な場合においては、一時的な収入増加とは認められません。 

 

Ｑ 事業主の証明はいつ、どこに提出するのですか。 

Ａ 被扶養者の方について、新たに被扶養者の認定を受ける際、又は健康保険組合等の

保険者が被扶養者の資格確認を行う際に、年間収入が確認されることになります。  

この際に、被扶養者を雇う事業主から一時的な収入変動である旨の事業主の証明を取得

し、被保険者の方が勤務している会社を通じて各保険者に対して、通常提出が求められ

る書類と併せて、事業主の証明を提出することになります。  

このため、各保険者の被扶養者の収入確認のタイミングに合わせて、被扶養者の勤務先

の事業者から一時的な収入変動である旨の証明を取得してください。 

 

Ｑ フリーランスや自営業者など特定の事業主と雇用関係にない場合、今回の措置の対象と

なるのでしょうか。 

Ａ 今回の措置は、あくまでも事業主の人手不足等の事情に伴う被扶養者の方の労働時間延

長等による一時的な収入変動を対象としており、他律的な収入変動による場合が対象となり

ます。そのため、特定の事業主と雇用関係にない場合については対象となりません。  

なお、フリーランスや自営業者としての収入と、勤務先からの給与収入の両方がある者につ

いて、給与収入が一時的な収入変動で増加したことにより被扶養者の認定基準額を超えた場

合は、対象になります。 

 

 

 



 

被扶養者の収入確認に当たっての「一時的な収入変動」に係る事業主の証明書 

 

 当事業所において雇用されている下記被扶養者※１については、雇用契約等により本来 想

定される年間収入が被扶養者の収入要件である 130 万円未満※２です。この事業主記載欄に記

載された期間に係る収入増については、人手不足による労働時間延長等に伴う一時的なもの

であることを証明します。 

※１ 新たに被扶養者としての認定を受けようとする者を含みます。 

※２ 60 歳以上の者又は概ね厚生年金保険法による障害厚生年金の受給要件に該当する程度

の障害者については、180 万円未満となります。 

 

【被保険者・被扶養者記載欄】 

提出年月日※３ 令和   年   月   日 

被保険者 

（フリガナ） 

氏   名 

 

 

被保険者等記号・番号  

被扶養者 

（フリガナ） 

氏   名 

 

 

被保険者等記号・番号  

※３ 被保険者の事業所や保険者（健康保険組合等）に提出する際に記載してください。 

 

【被扶養者を雇う事業主の記載欄】 

※４ 本証明書は、被扶養者認定及び被扶養者の資格確認（調査）において対象者の収入を確

認する際の添付書類として必要となります。 

被保険者→被保険者の事業所の健康保険担当者→保険者（健康保険組合等）に提出する書

類となりますので、大切に保管してください。 

※５ 記載内容の確認に当たって、別途雇用契約書等の添付書類を求められる場合があります。 

事業所所在地 

〒     －       

事 業 所 名 称  

事 業 主 氏 名  

電 話 番 号  

雇 用 契 約 等 に よ り 本 来 想 定 さ れ る 年 間 収 入 円 

人手不足による労働時間延長等が行われた期間 
令和   年   月 から   

令和   年   月 まで 

上 記 期 間 に お け る 当 事 業 所 で の 

労 働 に よ る 収 入 額 （ 実 績 額 ） 
円 

別添 


